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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　フィルム層Ａと、フィルム層Ａの一方の表面に積層されたフィルム層Ｂと、フィルム層
Ａの他方の表面に積層された皮膜層Ｃとからなり、
　フィルム層Ａは不活性粒子を含まず、厚さが０．５～５μｍの範囲にあること、
　フィルム層Ｂは、厚さがフィルム層Ａよりも厚く９．５μｍ以下であり、かつフィルム
層Ｂの厚さ（ｔＢ）に対して、平均粒径が０．０１～０．１倍の不活性粒子Ｂを含有する
こと、
　皮膜層Ｃは、平均粒径が５～５０ｎｍの不活性粒子Ｃとバインダー樹脂とからなり、厚
さが１～２０ｎｍの範囲にあること、そして
　フィルム層Ｂが皮膜層Ｃ中に含まれる不活性粒子Ｃを含有し、フィルム層Ｂを構成する
ポリエステルの一部に、二軸配向積層ポリエステルフィルムを製造する工程で生じた自己
回収ポリマーが用いられており、磁性層が強磁性金属薄膜層である磁気記録テープのベー
スフィルムに用いられることを特徴とする二軸配向積層ポリエステルフィルム。
【請求項２】
　皮膜層Ｃは、その表面に平均突起高さ３ｎｍ以上５０ｎｍ以下の微細突起を３×１０６

個／ｍｍ２以上、６０×１０６個／ｍｍ２以下の範囲で有する請求項１記載の二軸配向積
層ポリエステルフィルム。
【請求項３】
　皮膜層Ｃの表面粗さ（ＷＲａ）が０．５～５ｎｍの範囲で、フィルム層Ｂの表面が表面
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Ａよりも粗くかつ５ｎｍ以上で、両者の表面粗さの和が高々１２ｎｍである請求項１記載
の二軸配向積層ポリエステルフィルム。
【請求項４】
　フィルム全体の厚みが２～１０μｍである請求項１記載の二軸配向積層ポリエステルフ
ィルム。
【請求項５】
　フィルム層Ｂは少なくとも平均粒径の異なる２種以上の不活性粒子を含有する請求項１
記載の二軸配向積層ポリエステルフィルム。
【請求項６】
　フィルム層Ｂを構成するポリエステルの固有粘度が、フィルム層Ａを構成するポリエス
テルの固有粘度よりも０．０１～０．１ｄｌ／ｇ低い請求項１記載の二軸配向積層ポリエ
ステルフィルム。
【請求項７】
　二軸配向積層ポリエステルフィルムの横方向のヤング率が８ＧＰａ以上である請求項１
記載の二軸配向積層ポリエステルフィルム。
【請求項８】
　フィルム層Ａおよびフィルム層Ｂのポリマーが、ポリエチレンテレフタレートまたはポ
リエチレン－２，６－ナフタレートであるである請求項１～７いずれかに記載の二軸配向
積層ポリエステルフィルム。
【請求項９】
　フィルム層Ａおよびフィルム層Ｂの少なくともいずれかを構成するポリエステルが、ス
ルホン酸４級ホスホニウム塩化合物を０．０２～４５ｍｍｏｌ％含有する請求項１記載の
二軸配向積層ポリエステルフィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は二軸配向積層ポリエステルフィルムに関する。さらに詳しくは、強磁性金属薄
膜型磁気記録テープなどのベースフィルムに優れた平坦性と接着性とが求められる用途に
用いることができ、しかもフィルムの製造工程で生じるエッジ屑などを回収して原料とし
てそのまま再度用いる、すなわち自己循環回収可能なコストメリットに優れた二軸配向積
層ポリエステルフィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリエチレンテレフタレートフィルムに代表される二軸配向ポリエステルフィルムは、
その優れた物理的、化学的特性の故に広い用途、特に磁気記録媒体のベースフィルムとし
て用いられている。
【０００３】
　近年、磁気記録媒体においては、高密度化、高容量化が進められており、それに伴って
ベースフィルムの平坦性、および厚みの薄膜化が要望され、一方で滑り性が不足し、例え
ばロール状に巻き上げる場合にシワが入ったり、ブロッキングを起こし、フィルムロール
の表面が凹凸になって製品の歩留りを下げたり、巻き上げるときの張力、接圧、速度の適
正範囲が狭くなり、巻き上げることが非常に難しくなるとの問題を解消するために、巻き
取り性の向上も望まれている。そして、これらの巻取り性の改良と電磁変換特性の向上と
いう相反する特性を両立させる手段として、積層フィルムにすることによって、磁性層を
塗布する面は平坦にして電磁変換特性を改善し、反対面は粗面化して滑り性を向上させる
手段が広く知られている。具体的には、積層ポリエステルフィルムの磁性層側が形成され
る側の表面（以下、平坦層と称する。）には、粒径の小さい滑剤を用いたり、またその添
加量を減らし、他方磁性層を形成しない側の表面（以下、走行面と称する。）には、粒径
の大きな滑剤を用いたり、また添加量を増やすなどしている。
【０００４】
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　したがって、平坦面と走行面とでは、使用する滑剤の特性、例えば、滑剤種、粒径、添
加量などが大きく異なり、積層フィルム自身の回収チップを用いようとすると、その滑剤
組成が粗面層および平坦層の滑剤組成とも異なるため、積層フィルムの製造に再投入する
と、再投入した層の滑剤組成が変わり、フィルム特性に支障をきたす。
【０００５】
　そこで、特開平１１－３４２６２号公報（特許文献１）では、自己回収ポリマー中の不
活性粒子の濃度を希釈して、平坦面に使用することが、また、特開２０００－２４６８５
７号公報（特許文献２）では、自己回収ポリマー中の不活性粒子の濃度を高くして、走行
面側に使用することが提案されている。
【０００６】
　しかしながら、近年の高密度化への要求はますます厳しくなっており、自己回収性と例
えば金属薄膜型磁気記録媒体などのベースフィルムの分野で要求される高度の平坦性とを
具備する積層フィルムは提供されていなかったのが実情である。しかも、金属薄膜型磁気
記録媒体などのベースフィルムでは、磁性層である金属薄膜層とベースフィルムとの接着
性を向上させるために、しばしば易接着層として皮膜層がベースフィルムの表面に形成さ
れるが、この皮膜層が自己回収ポリマー中に含まれると、さらに自己回収ポリマーを用い
たフィルム層の中で異物となり、平坦性が損なわれるといった問題もあった。
【０００７】
【特許文献１】特開平１１－３４２６２号公報
【特許文献２】特開２０００－２４６８５７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明の目的は、強磁性金属薄膜型磁気記録テープなどのベースフィルムに優れた平坦
性と接着性とが求められる用途に用いることができ、しかもフィルムの製造工程で生じる
エッジ屑などを回収して原料としてそのまま再度用いる、すなわち自己循環回収可能なコ
ストメリットに優れた二軸配向積層ポリエステルフィルムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者は、かかる目的を達成すべく鋭意研究した結果、粗面層と平坦層を有する積層
フィルムにおいて、該粗面層の厚みを平坦層より厚くし、かつ該粗面層の厚みと粗面層に
含まれる滑剤の平均粒径との比を特定の範囲とし、さらに平坦層には実質的に不活性粒子
を含有させずに、その表面に極めて平均粒径の小さい不活性粒子を含有する薄さ１０ｎｍ
程度の皮膜層を設けるとき、回収ポリマーを自身のフィルムの製造に自己循環させても、
高密度磁気記録媒体用ベースフィルムとして要求されるような平坦性と易接着性とを具備
するベースフィルムが得られることを見出し、本発明に到達した。
【００１０】
　かくして本発明によれば、フィルム層Ａと、フィルム層Ａの一方の表面に積層されたフ
ィルム層Ｂと、フィルム層Ａの他方の表面に積層された皮膜層Ｃとからなり、フィルム層
Ａは不活性粒子を含まず、厚さが０．５～５μｍの範囲にあること、フィルム層Ｂは、厚
さがフィルム層Ａよりも厚く９．５μｍ以下であり、かつフィルム層Ｂの厚さ（ｔＢ）に
対して、平均粒径が０．０１～０．１倍の不活性粒子Ｂを含有すること、皮膜層Ｃは、平
均粒径が５～５０ｎｍの不活性粒子Ｃとバインダー樹脂とからなり、厚さが１～２０ｎｍ
の範囲にあること、そして
　フィルム層Ｂが皮膜層Ｃ中に含まれる不活性粒子Ｃを含有し、フィルム層Ｂを構成する
ポリエステルの一部に、二軸配向積層ポリエステルフィルムを製造する工程で生じた自己
回収ポリマーが用いられており、磁性層が強磁性金属薄膜層である磁気記録テープのベー
スフィルムに用いられる二軸配向積層ポリエステルフィルムが提供される。
【発明の効果】
【００１１】
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　本発明によれば、強磁性金属薄膜型磁気記録テープなどのベースフィルムに優れた平坦
性と接着性とが求められる用途に用いることができ、しかもフィルムの製造工程で生じる
エッジ屑などを回収して原料としてそのまま再度用いる、すなわち自己循環回収可能なコ
ストメリットに優れた二軸配向積層ポリエステルフィルムが提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　本発明の積層二軸配向積層ポリエステルフィルムは、フィルム層Ａの一方の表面にフィ
ルム層Ｂ、他方の表面に皮膜層Ｃが積層されたものである。フィルム層Ａのみの単層フィ
ルムやフィルム層Ａの両表面にフィルム層Ｂが積層されたような３層フィルムでは、本発
明の効果を発現しがたい。
【００１３】
　本発明において、フィルム層Ａは不活性粒子を含まないことが必要である。ここでいう
不活性粒子を含まないとは、表面に突起を形成するために、積極的に不活性粒子を添加し
たり、触媒残渣を析出させたりしていないことを意味する。具体的には、粒径が１００ｎ
ｍ以上の不活性粒子の含有量が、フィルム層Ａの重量を基準として、０．０３ｗｔ％以下
、好ましくは０．０１ｗｔ％以下、特に好ましくは０．００５ｗｔ％以下であることを意
味する。フィルム層Ａに不活性粒子が存在すると、フィルム層Ｂに自己回収ポリマーを用
いたときの影響を十分に緩和しがたく、また皮膜層Ｃの表面の平坦性が損なわれる。また
、フィルム層Ａの厚さは、０．５～５．０μｍ、好ましくは１．０～４．０μｍ、さらに
好ましくは１．５～３．５μｍの範囲にあることが必要である。フィルム層Ａの厚みが上
記範囲内にあることで、フィルム層Ｂに自己回収ポリマーを用いたときの影響を十分に緩
和でき、皮膜層Ｃの表面の平坦性を高度に維持することができる。なお、自己回収ポリマ
ーの使用方法としては、図２に示す方法が挙げられる。図２は自己循環方式の模式図であ
り、図２中の符号２１～２７は、それぞれ２１は未使用ポリマーＩ、２２は未使用ポリマ
ーＩＩ、２３は回収ポリマー、２４はＡ層、２５はＢ層、２６は製品化された積層フィル
ムおよび２７は回収された積層フィルムである。まず積層フィルムは未使用ポリマーＩと
未使用ポリマーＩＩとをそれぞれ溶融押し出しして積層し、積層フィルムとされる。この
とき問題のない部分は製品化された積層フィルム２６となるが、エッジなど製品として使
用できない部分（回収された積層フィルム２７）がどうしても発生してしまう。この回収
された積層フィルム２７を、再度回収ポリマー２３として溶融押出に供するのである。
【００１４】
　本発明において、フィルム層Ｂは、厚さがフィルム層Ａよりも厚く、９．５μｍ以下、
好ましくは１～８μｍ、さらに好ましくは２～６μｍの範囲であることが必要である。フ
ィルム層Ｂの厚みが上記範囲にあることで、フィルム層Ｂに実用的なレベルで自己回収ポ
リマーを用いることができながらも、高密度磁気記録テープのベースフィルムとして要求
される容量を確保できる。また、フィルム層Ｂの厚さ（ｔＢ）に対して、平均粒径が０．
０１～０．１倍、好ましくは０．０２～０．０９倍、さらに好ましくは０．０３～０．０
８倍の不活性粒子Ｂを含有することが必要である。不活性粒子の平均粒径が上記範囲にあ
ることで、得られる二軸配向積層ポリエステルフィルムに、平坦性と巻き取り性や走行性
などの取り扱い性を具備させることができ、さらに自己回収ポリマーをフィルム層Ｂに用
いたときに、例えば皮膜層に含有される不活性粒子Ｃやバインダー樹脂による平坦性の悪
化を緩和できる。
【００１５】
　本発明において、皮膜層Ｃは、平均粒径が５～５０ｎｍの不活性粒子Ｃとバインダー樹
脂とからなる。皮膜層Ｃがバインダー樹脂のみもしくは上記下限未満の平均粒径しか有さ
ない不活性粒子とバインダー樹脂とからなる場合、得られる二軸配向積層ポリエステルフ
ィルムを金属薄膜型磁気記録媒体などのベースフィルムとして用いたとき、磁性層である
金属薄膜層に走行性を具備させることができない。一方、平均粒径が上記上限を越える場
合、自己回収ポリマーをフィルム層Ｂに用いたときに、不活性粒子Ｃが大きな粗大突起を
形成し、平坦性が損なわれる。好ましい不活性粒子Ｃの平均粒径は、７～４０ｎｍ、さら
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に１０～３０ｎｍの範囲である。また皮膜層Ｃの厚さが１～２０ｎｍ、好ましくは２～１
５ｎｍ、さらに好ましくは３～１０ｎｍの範囲にあることが必要である。皮膜層の厚さが
下限未満では皮膜層Ｃから不活性粒子Ｃが脱落しやすくなる。他方、皮膜層の厚さが上限
を越えると、自己回収ポリマーをフィルム層Ｂに用いたときに皮膜層Ｃによって大きな粗
大突起が形成され平坦性が損なわれる。
【００１６】
　このように本発明の二軸配向積層ポリエステルフィルムは、粗面層と平坦層を有する積
層フィルムにおいて、該粗面層の厚みを平坦層より厚くし、かつ該粗面層の厚みと粗面層
に含まれる滑剤の平均粒径との比を特定の範囲とし、さらに平坦層には実質的に不活性粒
子を含有させずに、その表面に極めて平均粒径の小さい不活性粒子を含有する薄さ２０ｎ
ｍの皮膜層を設けるとき、回収ポリマーを自身のフィルムの製造に自己循環させても、高
密度磁気記録媒体用ベースフィルムとして要求されるような平坦性と易接着性とを具備さ
せることができたものである。
【００１７】
　さらに本発明の好ましい態様について、以下で詳述する。
　本発明において、フィルム層Ａおよびフィルム層Ｂを構成するポリエステルは、フィル
ム層Ｂに自己回収ポリマーを用いることを考えれば同じものであることが好ましい。本発
明におけるポリエステルとしては、芳香族ジカルボン酸を主たる酸成分とし、脂肪族グリ
コールを主たるグリコール成分とする芳香族ポリエステルが挙げられ、実質的に線状であ
り、そしてフィルム形成性、特に溶融成形によるフィルム形成性を有することが必要であ
る。具体的な芳香族ジカルボン酸としては、例えばテレフタル酸、ナフタレンジカルボン
酸、イソフタル酸、ジフェノキシエタンジカルボン酸、ジフェニルジカルボン酸、ジフェ
ニルエーテルジカルボン酸、ジフェニルスルホンジカルボン酸、ジフェニルケトンジカル
ボン酸、アンスラセンジカルボン酸等を挙げることができる。脂肪族グリコールとしては
、例えばエチレングリコール、トリメチレングリコール、テトラメチレングリコール、ペ
ンタメチレングリコール、ヘキサメチレングリコール、デカメチレングリコールなどの如
き炭素数２～１０のポリメチレングリコールあるいはシクロヘキサンジメタノールの如き
脂環族ジオール等を挙げることができる。これらの中でも、アルキレンテレフタレートま
たはアルキレンナフタレートを主たる構成成分とするものが好ましく、特にポリエチレン
テレフタレート、ポリエチレン―２，６―ナフタレートが好ましい。もちろん、本発明の
目的を損なわない範囲で、例えばそれ自体公知の共重合成分を共重合してもよい。
【００１８】
　また、本発明において、フィルム層Ａおよびフィルム層Ｂを構成するポリエステルは、
少なくともいずれかがスルホン酸４級ホスホニウム塩化合物を、ポリエステルの繰返し単
位を基準として、０．０２～４５ｍｍｏｌ％、さらに０．１～２０ｍｍｏｌ％含有してい
ることが好ましい。この含有量が下限未満の時にはキャスティング速度の高速化効果が小
さく、またキャスティングドラムとの密着性が低下し平坦性が損なわれやすくなる。一方
、含有量が上限を超えると、フィルムを静電密着する際の放電電極の放電機能が経時的に
低下することがある。これらの観点から、フィルム層Ａおよびフィルム層Ｂを構成するポ
リエステルは、溶融フィルムの交流体積抵抗率が１×１０6Ω・ｃｍ～９×１０8 Ω・ｃ
ｍ、さらに３×１０6Ω・ｃｍ～５×１０8 Ω・ｃｍの範囲にあることが好ましい。この
交流体積抵抗率が上限を超えるときには、キャスティング速度の高速化効果が小さく、一
方下限未満のときにはキャスティング工程で静電密着の際にフィルムが絶縁破壊すること
がある。図１は交流体積抵抗率を測定するための装置を示しており、図１中の符号１～１
１は、それぞれ１は測定するポリマー、２は下部電極、３は上部電極、４は加電装置、５
は温度検出端、６は電流計、７は読取温度計、８は電源、９は標準抵抗、１０はエレクト
ロンメーターおよび１１は保温箱であり、このような装置を用いることで、ポリマーの交
流体積抵抗率を測定することができる。
【００１９】
　このような溶融フィルムの交流体積抵抗率は、前述のスルホン酸４級ホスホニウム塩な
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どを含有させることで調整できる。具体的なスルホン酸４級ホスホニウム塩としては、下
記式で表わされる化合物を挙げることができる。
【００２０】
【化１】

　ここで、上記式中の、Ａは芳香族基又は脂肪族基、Ｘ1 及びＸ2 はそれぞれ同一若しく
は異なるエステル形成性官能基又は水素原子、Ｒ1 、Ｒ2 、Ｒ3 及びＲ4 はそれぞれアル
キル基及びアリール基よりなる群から選ばれた同一又は異なる基、ｎは正の整数である。
【００２１】
　上記スルホン酸４級ホスホニウム塩の好ましい具体例としては、３，５―ジカルボキシ
ベンゼンスルホン酸テトラブチルホスホニウム塩、３，５―ジカルボキシベンゼンスルホ
ン酸テトラフェニルホスホニウム塩、３，５―ジカルボメトキシベンゼンスルホン酸テト
ラブチルホスホニウム塩、３，５―ジカルボメトキシベンゼンスルホン酸テトラフェニル
ホスホニウム塩、３―カルボキシベンゼンスルホン酸テトラブチルホスホニウム塩、３，
５―ジ（β―ヒドロキシエトキシカルボニル）ベンゼンスルホン酸テトラブチルホスホニ
ウム塩、４―ヒドロキシエトキシベンゼンスルホン酸テトラブチルホスホニウム塩、ビス
フェノールＡ―３，３′―ジ（スルホン酸テトラブチルホスホニウム塩）、２，６―ジカ
ルボキシナフタレン―４―スルホン酸テトラブチルホスホニウム等をあげることができ、
これらは一種のみを単独で用いても二種以上併用してもよい。
【００２２】
　本発明において、フィルム層Ａおよびフィルム層Ｂのポリエステルは、触媒としてチタ
ン化合物を使用されたものであることが表面の平坦性を高めるために好ましい。この観点
から、フィルム層Ａのポリエステルは、フィルム層Ａのポリエステルの酸成分のモル数を
基準として、チタン元素量（ＴｉＡ）で２～１５ｍｍｏｌ％、さらに４～１２ｍｍｏｌ％
の範囲であることが好ましい。チタン化合物の割合が上記範囲にあることで、触媒残渣や
溶融時の熱劣化による劣化異物に基づく粗大突起を抑制でき、より平坦性を高度に発現さ
せることができる。
【００２３】
　また、フィルム層Ｂのポリエステルは、フィルム層Ｂのポリエステルの繰返し単位のモ
ル数を基準としたときのチタン元素量（ＴｉＢ）が、ＴｉＡに対して０．２～０．８、さ
らに０．３～０．７の範囲であることが好ましい。ＴｉＢ／ＴｉＡを上記範囲にすること
で、自己回収ポリマーをフィルム層Ｂに用いても、チタン触媒によるポリマーの熱劣化、
さらにはその劣化物からなる異物の発生が抑制でき、優れた平坦性を付与することができ
る。
【００２４】
　本発明の二軸配向積層ポリエステルフィルムは、フィルム層Ａおよびフィルム層Ｂが安
定剤としてリン化合物を含有することが好ましい。フィルム層Ａが含有するリン化合物の
含有量は、フィルム層Ａのポリエステルの繰返し単位のモル数を基準としたとき、該リン
化合物のリン元素量（ＰＡ、ｍｍｏｌ％）と前述のチタン元素量（ＴｉＡ）の比（ＰＡ／
ＴｉＡ）が０．１～３、さらに０．３～２．５の範囲にあることが、熱劣化による異物の
発生を抑えつつ、触媒残渣などの析出も抑えることができることから好ましい。また、フ
ィルム層Ｂは、フィルム層Ｂのポリエステルの繰返し単位のモル数を基準としたとき、該
リン化合物のリン元素量（ＰＢ、ｍｍｏｌ％）と該チタン元素量（ＴｉＢ）の比（ＰＢ／
ＴｉＢ）が２～２０、さらに４～１６の範囲にあることが、自己回収ポリマーを用いても
、熱劣化による異物の発生を抑えられ、しかも触媒残渣などの析出を平坦面の表面性に影
響しない程度に抑えることができることから好ましい。また、上記のようにフィルム層Ｂ
中のチタン化合物の量を、フィルム層Ａ対比少なくするために、重合反応触媒として、チ
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タン化合物に比べ、熱安定性に優れるアンチモン化合物、ゲルマニウム化合物およびアル
ミニウム化合物からなる群より選ばれる少なくとも1種の触媒を含有するポリエステルを
フィルム層Ｂのポリエステルとして用いることが好ましい。これらの中でも、特に熱安定
性に優れることからアンチモン化合物が好ましい。なお、アンチモン化合物は、触媒残渣
による析出物が発生しやすい問題があるが、触媒残渣の析出しにくいチタン化合物を触媒
と併用することで、お互いに補完し合い、結果として粗大異物などを低減しやすくなる。
【００２５】
　ところで、フィルム層Ｂを構成するポリエステルの固有粘度は、フィルム層Ａを構成す
るポリエステルの固有粘度よりも、０．０１～０．１ｄｌ／ｇ、さらに０．０２～０．０
８ｄｌ／ｇ低いことが好ましい。上記範囲にあることで、フィルム層Ｂ中の不活性粒子や
異物などによる皮膜層Ｃの表面の平坦性低下が、フィルム層Ａによって緩和され、得られ
る二軸配向積層ポリエステルフィルムに、高度の平坦性を発現させやすくなる。フィルム
層Ｂの固有粘度を上記範囲にする方法としては、フィルムＢ層に自己回収ポリマーを用い
る方法などが挙げられる。
【００２６】
　本発明において、前述のフィルム層Ｂに含有される不活性粒子Ｂは、平均粒径（ｄＢ）
が０．０５～０．５μｍ、さらに０．１～０．４μｍであり、その含有量が、フィルム層
Ｂの重量を基準として、０．０３～０．５ｗｔ％、さらに０．０５～０．４ｗｔ％である
ことが、平坦性と走行性を高度に具備させやすいことから好ましい。好ましい不活性粒子
としては、分散性に優れることから、耐熱性高分子粒子や球状シリカ粒子が好ましい。ま
た、耐熱性高分子粒子としては、例えば架橋ポリスチレン樹脂粒子、架橋シリコーン樹脂
粒子、架橋アクリル樹脂粒子、架橋スチレン―アクリル樹脂粒子、架橋ポリエステル粒子
、ポリイミド粒子、メラミン樹脂粒子等が挙げられる。これらの中でも、架橋ポリスチレ
ン樹脂粒子や架橋シリコーン樹脂粒子が好ましい。
【００２７】
　本発明において、フィルム層Ｂに含まれる不活性粒子Ｂは単成分系でも多成分系でも良
いが、好ましくは少なくとも平均粒径の異なる２種の不活性粒子を含有している多成分系
が好ましい。さらに好ましくは電磁変換特性を悪化させない範囲で、平均粒径０．２～０
．５μｍ、さらに０．２５～０．４５μｍの不活性粒子Ｂ１を、フィルム層Ｂの重量を基
準として、０．０３～０．３ｗｔ％、さらに０．０５～０．２ｗｔ％含有し、平均粒径０
．０５～０．１８μｍ、さらに０．０８～０．１５μｍの不活性粒子Ｂ２を、フィルム層
Ｂの重量を基準として、０．０５～０．３ｗｔ％、さらに０．０８～０．２ｗｔ％含有す
るものが、十分なエアースクイズ性と電磁変換特性などを高度に具備させやすいことから
好ましい。また、これらの粒子のほかに自己回収ポリマーをフィルム層Ｂに用いることを
考えれば、フィルム層Ｂは不活性粒子Ｂのほかに、不活性粒子Ｃを含有していることが好
ましい。
【００２８】
　本発明において、皮膜層Ｃの表面には、金属薄膜型磁気記録媒体などのベースフィルム
として用いたときに、磁性層の表面に優れた走行性を付与しやすいことから、平均突起高
さ３ｎｍ以上５０ｎｍ以下の微細突起が３×１０6個／ｍｍ2以上、６０×１０6 個／ｍｍ
2以下の範囲で形成されていることが好ましい。突起の平均高さまたは頻度が下限未満で
あると、フィルムロールの状態などで保管したときにブロッキングやフィルム層Ｂの表面
形状が皮膜層Ｃ側の表面に転写して平坦性が損なわれることがあったり、また皮膜層Ｃ側
に形成される磁性層が平滑になりすぎて、例えばビデオテープになった後のデジタルビデ
オテープレコーダーで記録、再生を繰り返したときに、ビデオヘッドにより磁性層が磨耗
し易い。一方、突起の平均高さまたは頻度が上限を超える場合は、突起が削り取られて脱
落したり、磁気記録媒体にしたときに出力特性が低下することがある。
【００２９】
　皮膜層Ｃに含有される不活性粒子Ｃとしては、特に限定されないが、例えば、架橋シリ
コーン樹脂、アクリル樹脂、ポリスチレン、メラミン－ホルムアルデヒド樹脂、芳香族ポ
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リアミド樹脂、ポリアミドイミド樹脂、架橋ポリエステル、全芳香族ポリエステルなどの
有機粒子、二酸化ケイ素（シリカ）、炭酸カルシウムなどからなる粒子が好ましく挙げら
れる。なかでも、架橋シリコーン樹脂粒子、アクリル樹脂粒子、シリカ粒子、コアシェル
型有機粒子（コア：架橋ポリスチレン、シェル：ポリメチルメタクリレートの粒子など）
が特に好ましい。
【００３０】
　また、皮膜層を形成するバインダー樹脂としては、例えば水性ポリエステル樹脂、水性
アクリル樹脂、水性ポリウレタン樹脂などが好ましく挙げられ、特に水性ポリエステル樹
脂が好ましい。皮膜層を形成する水性ポリエステル樹脂としては、酸成分が、例えばイソ
フタル酸、フタル酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカル
ボン酸、４，４′－ジフェニルジカルボン酸、アジピン酸、セバシン酸、ドデカンジカル
ボン酸、コハク酸、５－スルホイソフタル酸ナトリウム、２－スルホテレフタル酸カリウ
ム、トリメリット酸、トリメシン酸、トリメリット酸モノカリウム塩およびｐ－ヒドロキ
シ安息香酸などの多価カルボン酸からなる群より選ばれる少なくとも１種で、グリコール
成分が、例えばエチレングリコール、ジエチレングリコール、プロピレングリコール、１
，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル、ｐ－キシリレングリコール、ジメチロールプロパン、ビスフェノールＡのエチレンオ
キサイド付加物などの多価ヒドロキシ化合物からなる群より選ばれた少なくとも１種であ
るポリエステル樹脂が好ましく用いられる。
【００３１】
　また、該水性ポリエステル樹脂は、ポリエステル鎖にアクリル重合体鎖を結合させたグ
ラフトポリマーまたはブロックコポリマー、あるいは２種のポリマーがミクロな粒子内で
特定の物理的構成（ＩＰＮ（相互侵入高分子網目）型、コアシェル型など）を形成したア
クリル変性ポリエステル樹脂であってもよい。この水性ポリエステル樹脂としては、水に
溶解、乳化、微分散するタイプを自由に用いることができるが、水に乳化、微分散するタ
イプのものが好ましい。また、これらは親水性を付与するため、分子内に例えばスルホン
酸塩基、カルボン酸塩基、ポリエーテル単位などが導入されていてもよい。
【００３２】
　この皮膜層Ｃには、本発明の効果を損なわない範囲であれば、所望により他の成分、例
えば界面活性剤、安定剤、分散剤、ＵＶ吸収剤、増粘剤、離型剤などを含有させてもよい
。
【００３３】
　皮膜層を形成する時期は、特に制限されず、二軸配向積層ポリエステルフィルムに施し
てもよいが、縦一軸延伸ポリエステルフィルムに施すのが好ましい。水性塗液を塗布した
一軸延伸ポリエステルフィルムは、乾燥され、横延伸、所望により再縦延伸、次いで熱固
定処理等の工程に導かれる。例えば、水性塗液を塗布した縦一軸延伸ポリエステルフィル
ムは、ステンターに導かれて横延伸、所望により再縦延伸、及び熱固定される。この間塗
布液は乾燥し、フィルム上に連続皮膜を形成する。乾燥は横延伸前或いは横延伸時や熱固
定時に実施すると良い。
【００３４】
　本発明の二軸配向積層ポリエステルフィルムは、皮膜層Ｃの表面の粗さが、ＷＹＫＯに
よって測定したＷＲａで、０．５～５．０ｎｍ、さらに０．８～４．０ｎｍの範囲にある
ことが、例えば強磁性金属薄膜型磁気記録媒体のベースフィルムとして用いたときに、優
れた取り扱い性と平坦性とを高度に具備させやすいことから好ましい。同様な観点から、
本発明の二軸配向積層ポリエステルフィルムは、フィルム層Ｂの表面の粗さが、ＷＹＫＯ
によって測定したＷＲａで５ｎｍ以上、さらに５～１２ｎｍの範囲にあることが好ましい
。さらにまた、本発明の二軸配向積層ポリエステルフィルムは、フィルム全体の厚みが、
２～１０μｍ、さらに３～８μｍの範囲にあることが、例えば強磁性金属薄膜型磁気記録
媒体のベースフィルムとして用いる上で好ましい。
【００３５】
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　また、本発明の二軸配向積層ポリエステルフィルムは、横方向（幅方向とも称すること
がある。）、すなわちフィルムの製膜方向（縦方向または長手方向と称することがある。
）と厚み方向に直行する方向のヤング率が８ＧＰａ以上、さらに９ＧＰａ以上、特に１０
ＧＰａ以上であることが好ましい。このように横方向のヤング率を高くするには、フィル
ムの横方向の延伸倍率が高くすることが必要で、本発明者らの研究によれば、横方向の延
伸倍率を高めることで、フィルム層Ｂ中の不活性粒子Ｂや異物による突上げを緩和でき、
さらに優れた平坦性を皮膜層Ｃの表面に具備させやすくなる。ちなみに、横方向のヤング
率の上限は特に制限はされないが、製膜工程を安定化でき、さらに平坦性向上効果も飽和
されることから、２０ＧＰａ以下、さらに１６ＧＰａ以下であることが好ましい。また、
縦方向のヤング率は、磁気記録媒体としたときに、必要とされる寸法安定性を具備させや
すいことから４ＧＰａ以上、さらに５ＧＰａ以上であることが好ましく、前述の横方向の
ヤング率を高めやすいことから８ＧＰａ以下、さらに７ＧＰａ以下であることが好ましい
。
【００３６】
　本発明における二軸配向積層ポリエステルフィルムは、従来から知られている、あるい
は当業界に蓄積されている方法に準じて製造することができる。例えば、先ず未配向積層
フィルムを製造し、次いで該フィルムを二軸配向させ、その際に皮膜層用の塗液をフィル
ム層Ａの表面に塗布することで製造できる。この未配向積層フィルムは、従来から蓄積さ
れた積層フィルムの製造法で製造することができる。例えば、粗面を形成するポリエステ
ル層と、反対面（平坦面）を形成するポリエステル層とを、ポリエステルの溶融状態また
は冷却固化された状態で積層する方法を用いることができる。さらに具体的には、例えば
共押し出し、エクストルージョンラミネート等の方法で製造できる。
【００３７】
　上記の方法で得られる未配向積層フィルムは、さらに従来から蓄積された二軸配向フィ
ルムの製造法に準じて、積層二軸配向フィルムとすることができる。例えば、融点（Ｔｍ
：℃）乃至（Ｔｍ＋７０）℃の温度でポリエステルを溶融・共押出しして未延伸積層フィ
ルムを得、該未延伸積層フィルムを一軸方向（縦方向または横方向）に（Ｔｇ－１０）～
（Ｔｇ＋７０）℃の温度（但し、Ｔｇ：ポリエステルのガラス転移温度）で２．５倍以上
、好ましくは３倍以上の倍率で延伸し、次いで上記延伸方向と直角方向にＴｇ～（Ｔｇ＋
７０）℃の温度で２．５倍以上、好ましくは３倍以上の倍率で延伸するのが好ましい。さ
らに必要に応じて縦方向および／または横方向に再度延伸してもよい。このようにして、
全延伸倍率は、面積延伸倍率として９倍以上が好ましく、１２～３５倍がさらに好ましく
、１５～３０倍が特に好ましい。さらにまた、二軸配向フィルムは（Ｔｇ＋７０）℃～（
Ｔｍ－１０）℃の温度で熱固定することができ、例えば１８０～２５０℃で熱固定するの
が好ましい。熱固定時間は１～６０秒が好ましい。
【００３８】
　本発明の二軸配向積層ポリエステルフィルムは、高密度磁気記録媒体または高密度デジ
タル記録媒体（データカートリッジ、デジタル方式のビデオテープ等）用のベースフィル
ムとして好ましく用いられ、特に平坦性と接着性とが要求される金属薄膜型磁気記録媒体
のベースフィルムとして好適である。
【実施例】
【００３９】
　以下、本発明をさらに実施例によって詳述する。なお、本発明における種々の物性値お
よび特性は、以下のとおり、測定および評価される。
【００４０】
（１）皮膜層中の不活性粒子の平均粒径
　基材フィルムの皮膜層の表面に、白金スパッター装置により白金薄膜蒸着層を厚み２～
３ｎｍで設け、走査型電子顕微鏡（日立ハイテクノロジース　Ｓ－４７００）により倍率
１０万倍程度で観測し、少なくとも１００個の粒子について面積円相当径を求め、それら
の平均値を平均粒径とした。
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【００４１】
（２）ポリエステルフィルム中の不活性粒子の平均粒径（ＤＰ）
　フィルム表面からポリエステルをプラズマ低温灰化処理法（例えばヤマト科学製Ｐ３－
３型）で除去し、粒子を露出させる。処理条件はポリエステルは灰化されるが粒子はダメ
ージを受けない条件を選択する。これをＳＲＭ（走査型電子顕微鏡）で観察し、粒子の画
像（粒子によってできる光の濃淡）をイメージアナライザーに結び付け、観察箇所を変え
て粒子数５０００個以上で次の数値処理を行い、下記式によって求めた数平均粒径ｄを平
均粒径とする。
【００４２】
【数１】

　ここで、ｄｉは粒子の円相当径（μｍ）、ｎは個数である。サンプルをポリエステルは
溶解するが粒子は溶解しない溶媒を用いて溶解し、溶液から粒子を遠心分離し、粒子の全
体量に対する比率（重量％）をもって粒子含有量とする。
【００４３】
（３）フィルム厚み
　基材フィルムを層間の空気を排除しながら１０枚重ね、ＪＩＳ規格のＣ２１５１に準拠
し、（株）ミツトヨ製ダイヤルゲージＭＤＣ－２５Ｓを用いて、１０枚重ね法にて厚みを
測定し、１枚当りのフィルム厚みを計算する。この測定を１０回繰り返して、その平均値
を１枚あたりのフィルム厚みとした。
【００４４】
　一方、Ａ層およびＢ層の厚みは、フィルムの小片をエポキシ樹脂にて固定成形し、ミク
ロトームにて約６０ｎｍの厚みの超薄切片（フィルムの製膜方向および厚み方向に平行に
切断する）を作成する。この超薄切片の試料を透過型電子顕微鏡（日立製作所製Ｈ－８０
０型）にて観察し、不活性粒子の多い方の層をＢ層、少ない方の層をＡ層とし、不活性粒
子の存在量が変化する厚みの位置を、１００箇所求め、それらの平均値からＡ層とＢ層の
厚みを求めた。
【００４５】
（４）被膜層の厚み
　フィルムの小片をエポキシ樹脂にて固定成形し、ミクロトームにて約６０ｎｍの厚みの
超薄切片（フィルムの製膜方向に平行に切断する）を作成し、この試料を透過型電子顕微
鏡（日立製作所製Ｈ－８００型）にて観察し、層の境界線より層厚みを求めた。なお、こ
の層厚みの測定は、粒子の存在しない部分にて行った。
【００４６】
（５）突起の高さ、頻度
　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　社製の原子間力顕微鏡（商品名：Ｎａｎｏ
ＳｃｏｐｅIII）およびＡＦＭのＪスキャナーを使用し、以下の条件で２μｍ×２μｍの
範囲を１０ケ所測定し、ＡＦＭ像より高さが１ｎｍ以上の突起の数をカウントし、その平
均値を面積換算により個／ｍｍ２当たりの突起個数として算出する。またカウントした各
々の突起の高さを測定し、その平均値をもって突起の平均高さとする。
　　深針：単結晶シリコンナイトライド
　　走査モード：タッピングモード
　　面素数：２５６×２５６　データポイント
　　スキャン速度：２．０Ｈｚ
　　測定環境：室温、大気中
【００４７】
（６）ヤング率
　フィルムを試料幅１０ｍｍ、長さ１５ｃｍに切り、チャック間１００ｍｍにして、引張
速度１０ｍｍ／分、チャート速度５００ｍｍ／分の条件でインストロンタイプの万能引張
試験装置にて引っ張る。得られる荷重―伸び曲線の立ち上がり部の接線よりヤング率を計
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【００４８】
（７）ポリマー中の元素量：
　Ａ層またはＢ層中のチタン元素量、リン元素量、アンチモン元素量、ゲルマニウム元素
量およびアルミニウム元素量はサンプルを加熱溶融して円形ディスクを作成し、リガク社
製蛍光Ｘ線測定装置３２７０を用いて測定した。なお、触媒としてではなく、不活性粒子
として酸化チタン粒子やアルミナ粒子などが添加されている場合は、それらの割合は上記
元素量からは除かれる。
【００４９】
（８）電磁変換特性およびドロップアウト
　得られた二軸配向積層ポリエステルフィルムの片面（Ａ層側）に真空蒸着により厚み１
８０ｎｍのコバルト－酸素薄膜を形成した後、その上にスパッタリング法により、ダイヤ
モンド状カーボン保護膜を１０ｎｍの厚みで常法で形成させ、次いでフッ素含有脂肪酸エ
ステル系潤滑剤を３ｎｍの厚みで塗布した。続いて、Ｂ層側の表面に、カーボンブラック
、ポリウレタン、シリコーンからなるバックコート層を４００ｎｍの厚みで設け、スリッ
ターにより幅６．３５ｍｍにスリットしリールに巻取り磁気記録テープ（ＤＶＣビデオテ
ープ）を作成した。
【００５０】
　上記、磁気記録テープの特性評価は、市販のカメラ一体型デジタルビデオテープレコー
ダーを改造したものを用いてビデオＳ／Ｎ比を求めた。Ｓ／Ｎ比の測定には、ＴＶ試験信
号発生器から信号を供給し、ビデオノイズメーターを用い、市販のＤＶＣ－ＬＰテープ（
ソニー（株）製、商品名：ＤＶＭ８０Ｒ３）を０デシベル（ｄＢ）として比較測定し、次
の基準で評価した。なお、走行条件は２５℃、６０％ＲＨである。
◎：＋１．０ｄＢ以上
○：－０．５ｄＢ以上、＋１．０ｄＢ未満
△：－２．０ｄＢ以上、－０．５ｄＢ未満
×：－２．０ｄＢ未満
　ここでいう、○は蒸着型の高密度記録磁気テープ用途として、優れたレベルであること
をいい、△は使用可能であり、×は不十分なレベルであることをいう。
【００５１】
　また、この磁気記録テープを、市販のカメラ一体型デジタルビデオテープレコーダー(
ソニー(株)製ＤＣＲ－ＶＸ２１００)のＬＰモードを用いて静かな室内で録画、再生し、
ドロップアウト（ＤＯ）個数を求めることにで行った。ＤＯ個数の測定は、作成したＤＶ
Ｃテープに市販のＤＶＣカメラで録画し、１分間の再生をして画面にあらわれたブロック
状のモザイク個数を数え、次の基準で評価した。なお、走行条件は２５℃、６０％ＲＨで
ある。
　　◎：発生なし
　　○：５個／分未満
　　×：５個／分以上
【００５２】
（９）表面粗さ（ＷＲａ）
　Ｖｅｅｃｏ社製、非接触式三次元粗さ計（ＷＹＫＯ　ＮＴ－２０００）を用いて、測定
倍率２５倍、測定面積２４７μｍ×１８８μｍ（０．０４６ｍｍ2 ）の条件にて、測定数
（ｎ）１０以上で測定を行い、該粗さ計に内蔵され表面解析ソフトにより、中心面平均粗
さ（ＷＲａ）を求める。なお、中心面平均粗さ（ＷＲａ）は、下記式により計算され、ア
ウトプットされた値である。
【００５３】
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【数２】

　ここで、ＺjkはＸ軸方向（２４７μｍ）、それと直行するＹ軸方向（１８８μｍ）をそ
れぞれＭ分割、Ｎ分割したときの各方向のｊ番目、ｋ番目の位置に於けるＸ、Ｙ平面にお
ける直行するＺ軸方向の高さである。
【００５４】
（１０）体積抵抗率の測定
　溶融フィルムの体積抵抗率の測定は、図１に示す装置を用いて測定する。測定サンプル
１は厚さ約１５０μｍのフィルムを用いる。直径２０ｃｍの円柱状下部電極２の上面に、
１５０μｍの平行な隙間が保持できる直径５．６ｃｍ、厚さ０．２ｃｍの上部電極３を配
し、この間に測定サンプルが電極と密着するようにして挿入する。
【００５５】
　下部電極２は加電装置４と温度検出端５を内蔵し、下部電極の表面温度の測定面におけ
るバラツキが１℃以内、検出端部分との温度差が昇温速度８℃／分において２℃以内とな
るように構成する。なお、検出温度は読取温度計７で測定する。電極の全体は保温箱１１
中に配置する。
【００５６】
　電源８はその発生電圧を標準抵抗９を介して両電極間に印加するが、該電源はフィルム
の直流体積抵抗率を測定する場合は１００Ｖの直流を発生する電源であって、フィルムの
交流体積抵抗率を測定する場合は１００Ｖ、５０Ｈｚを発生する電源である。この回路に
流れる電流は標準抵抗の両端に発生する電圧を、内部インピーダンスが１００ＭΩ以上の
エレトロンメーター１０で読取る。
【００５７】
　フィルム状ポリマーの交流体積抵抗率の測定は、上記装置により、下部電極の昇温測速
度が８℃／分、該電極はポリマーのＤＳＣによる融点＋３０℃の温度にて行い、交流体積
抵抗率Ｚは、印加電圧Ｅ、電流Ｉ、電極面積Ｓ、電極間隔ｄより次式で求められる。
【数３】

【００５８】
（１１）フィルムコスト
　用いた樹脂だけで組成を変えることなく回収ポリマーを最も多く使用できる回収ポリマ
ーの比率より、次のように判定した。
○：回収比率（Ｒ）が４０％以上
△：回収比率（Ｒ）が２０％以上～４０％未満
×：回収比率（Ｒ）が２０％未満
【００５９】
［実施例１］
　樹脂１の作成
　２，６－ナフタレンジカルボン酸ジメチルエステル１００部、エチレングリコール７０
部およびチタン化合物としてトリメリット酸チタンをチタン元素量で８ｍｍｏｌ％となる
ように使用して、エステル交換反応させたのち、安定剤としてのリン化合物としてトリメ
チルホスフェートをリン元素量で１３ｍｍｏｌ％となるように添加し、エステル交換反応
を終了させた。そして、スルホン酸４級ホスホニウム塩化合物として３，５－ジカルボキ
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シベンゼンスルホン酸テトラブチルホスホニウム塩を２mmol%となるように添加した後、
高真空下で重縮合反応を行い、実質的に不活性粒子を含有しない、固有粘度０.６３ｄｌ
／ｇのポリエチレン－２，６－ナフタレートを得た。
【００６０】
　樹脂２の作成
　ジメチルテレフタレート１００部とエチレングリコール７０部とを、エステル交換触媒
として酢酸マンガン・４水和物を30mmol%になるように使用してエステル交換反応させた
のち、安定剤としてトリメチルホスフェートをリン元素量で４０ｍｍｏｌ％となるように
添加してエステル交換反応を終了せしめ、その後、スルホン酸４級ホスホニウム塩化合物
として３，５－ジカルボキシベンゼンスルホン酸テトラブチルホスホニウム塩を2mmol%と
なるように添加した後、重合触媒として三酸化アンチモンをアンチモン元素量で２０ｍｍ
ｏｌ％となるように添加し、高真空下で重縮合反応を行い固有粘度０.６３ｄｌ／ｇのポ
リエチレン－２，６－ナフタレートを得た。なお、樹脂２には、エステル交換反応の段階
で、平均粒径が３００ｎｍの球状シリカ粒子と平均粒径が１３０ｎｍの球状シリカ粒子と
を、それぞれ得られる樹脂の重量を基準として、０．１９重量％および０．２３重量％と
なるように添加した。
【００６１】
　そして、平坦層（フィルム層Ａ）用として樹脂１を、一方、粗面層（フィルム層Ｂ）用
として、樹脂１と樹脂２とを重量比５７：４３の割合で混合したものを用意した。
　これらフィルム層Ａ用およびフィルム層Ｂ用のポリマーをそれぞれ、１７０℃で６時間
乾燥させた。こうして、乾燥チップを表１に示した層厚み構成になるような比率にて、２
台の押出機ホッパーに供給し、溶融温度２８０～３００℃で溶融し、マルチマニホールド
型共押出ダイを用いてフィルム層Ａの片側にフィルム層Ｂを積層させ、厚み８８μｍの積
層未延伸フィルムを得た。
【００６２】
　この積層未延伸フィルムの交流体積抵抗率は１×１０８ Ω・ｃｍであった。
　このようにして得られた積層未延伸フィルムを１２０℃に予熱し、さらに低速、高速の
ロール間でフィルムを１３５℃に加熱して３．５倍に延伸し後、急冷し、縦延伸フィルム
を得た。次いで縦延伸フィルムのフィルム層Ａからなる表面上に、下記組成の水性塗液（
全固形分濃度１．０％）を塗布した。
【００６３】
表面Ａ側への塗布水溶液：
・バインダー　アクリル―ポリエステル樹脂　７９％
ポリエステル成分：イソフタル酸（９５モル％）、５―ナトリウムスルホイソフタル酸（
５モル％）／エチレングリコール（９２モル％）、ジエチレングリコール（８モル％）
アクリル樹脂成分：メチルメタクリレート（９０モル％）、グルシジルメタクリレート（
１０モル％）、
ポリエステル成分／アクリル樹脂成分の重量比＝５／５
・不活性粒子（アクリルフィラー（平均粒径２５ｎｍ、日本触媒株式会社製、商品名：エ
ポスター））６％
・界面活性剤（三洋化成社製、商品名サンノニックＳＳ７０）１５％
　皮膜層厚み（乾燥後）：６ｎｍ
【００６４】
　続いてステンターに供給し、１５０℃にて横方向に５．３倍に延伸した。得られた二軸
延伸フィルムを２０５℃の熱風で４秒間熱固定し、厚み４．７μｍの二軸配向積層ポリエ
ステルフィルムを得た。そのヤング率は縦方向（フィルムの製膜方向）５．６ＧＰａ、横
方向（フィルムの幅方向）１１．０ＧＰａであった。
【００６５】
　続いて、この二軸配向積層ポリエステルフィルムの製造時に生じたエッジなどの屑を回
収し、再度粉砕して回収ポリマーとした。そして、フィルム層Ｂのポリマーとして、樹脂
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１および樹脂２以外の樹脂を用いることなく、不活性粒子Ｂ１およびＢ２の組成を変更し
ない割合となる条件のもとで、最も回収ポリマーの使用割合が多くなる量（回収ポリマー
と樹脂２とを重量比７８：２２）で用いた以外は、上述の回収ポリマーを使用しなかった
二軸配向積層ポリエステルフィルムと同様な操作を繰り返して、回収ポリマーを用いた二
軸配向積層ポリエステルフィルムを製造した。得られた二軸配向積層ポリエステルフィル
ムの特性を表１に示す。
【００６６】
［比較例１］
　フィルム層Ａの樹脂を変更したのと、回収ポリマーの回収先をフィルム層Ａにしたほか
は実施例１と同様な操作を繰り返した。得られた二軸配向積層ポリエステルフィルムの特
性を表１に示す。なお、フィルム層Ａには、平均粒径３００ｎｍの球状シリカ粒子が０．
０２６重量％、平均粒径１３０ｎｍの球状シリカ粒子が０．０３２重量％あった。
【００６７】
［実施例２および３］
　皮膜層の厚みを変更した以外は実施例１と同様な操作を繰り返した。得られた二軸配向
積層ポリエステルフィルムの特性を表１に示す。
【００６８】
［実施例４、５比較例２］
　フィルム層Ａとフィルム層Ｂの厚みを変更し、回収ポリマーの使用割合を変更した以外
は実施例１と同様な操作を繰り返した。得られた二軸配向積層ポリエステルフィルムの特
性を表１に示す。
【００６９】
［比較例３］
　フィルム層Ａからなる表面上に塗布する塗液を下記のように変更し、皮膜層の厚みを乾
燥後で２５ｎｍとなるように変更した以外は実施例１と同様な操作を繰り返した。得られ
た二軸配向積層ポリエステルフィルムの特性を表１に示す。
・全固形分濃度：４．２％
・バインダー：アクリル―ポリエステル樹脂　８３．６％
・・ポリエステル成分：イソフタル酸（９５モル％）、５―ナトリウムスルホイソフタル
酸（５モル％）／エチレングリコール（９２モル％）、ジエチレングリコール（８モル％
）
アクリル樹脂成分：メチルメタクリレート（９０モル％）、グルシジルメタクリレート（
１０モル％）、
・・ポリエステル成分／アクリル樹脂成分の重量比＝５／５
・不活性粒子（アクリルフィラー（平均粒径２５ｎｍ、日本触媒株式会社製、商品名：エ
ポスター））：１．４％
・界面活性剤（三洋化成社製、商品名サンノニックＳＳ７０）：１５％
【００７０】
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【表１】

【産業上の利用可能性】
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【００７１】
　本発明の二軸配向積層ポリエステルフィルムは、高密度磁気記録媒体としたときに優れ
た電磁変換特性を発現できるものでありながら、自己回収ポリマーを用いることもできる
コストメリット的にも優れた特性を有しており、高密度磁気記録媒体用ベースフィルムと
して、特にデジタル記録方式のビデオテープあるいはデータストレージ用テープとして有
用である。
【図面の簡単な説明】
【００７２】
【図１】溶融ポリマーの体積抵抗率を測定する装置の模式図である。
【図２】回収ポリマーを使用するときの自己循環回収の方法を示す模式図である。
【符号の説明】
【００７３】
１：ポリマー
２：下部電極
３：上部電極
４：加電装置
５：温度検出端
６：電流計
７：読取温度計
８：電源
９：標準抵抗
１０：エレクトロンメーター
１１：保温箱
２１：未使用ポリマーＩ
２２：未使用ポリマーＩＩ
２３：回収ポリマー
２４：Ａ層
２５：Ｂ層
２６：製品化された積層フィルム
２７：回収された積層フィルム
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【図１】

【図２】
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